
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）繰入金）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

長野県ものづくり産業振興戦略プランや新たな総合５カ年計画の次世代産業創出プロジェクトに定める成長期待分野（健康・医療、環境

エネルギー等）など、ターゲットを絞った戦略的企業誘致を推進していく。

目標に対

する成果

の状況

平成24年度は、海外経済の下振れなどにより、県内経済の動きが鈍化する中、再生可能エネルギー固定買取制度の導入を背景とした電

気業（太陽光発電施設）の立地の増加により、全体の立地件数は、前年の34件から２件増加した36件であったが、目標件数は達成できな

かった。

 概算事業費（B（A）+C） 1,272,545 878,448 804,932 776,153

61,935 57,806 57,806

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

25年度

概　算

人件費

4.50 7.50 7.00 7.00

37,427

1,235,118 816,513 747,126

予

算

額

前年度繰越

当初予算 1,610,319

補正予算 -370,766 -469,412 -124,765

818,770 771,447

Aの

財源
9,147 8,227 6,682 58

1,230,406 810,543 764,765 718,289

立地情報・ニーズ把握

調査結果を利用した企

業訪問

集中的効

果的な企

業訪問の

実施

訪問計画

を策定

し、H25

上半期の

企業訪問

活動を強

化

実施中

３　ものづくり産業応援助成金

補助金・

交付金

1,288,182 896,212 718,347

合計（A) 1,239,553

４　産業立地促進事業費諸費 直接

718,347

34

・製造業等の企業が工場等を新増設する場合に助成

金を交付

合計

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度

２　産業立地推進役の設置 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

１　企業誘致広報事業 直接

・企業誘致のためのガイドブック作成

・県内外の展示会への参加

1,954 1,954 1,824

５　次世代産業立地情報ニーズ調査 委託 ・県内外の企業の立地意向・ニーズ情報の収集、分析

・県外事務所に民間企業OBの産業立地推進役（４名）

を設置

15,475

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 ■県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】長野県ものづくり産業振興戦略プラン

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

現状

課・室 産業政策課次世代産業集積室

＜参考＞

総合５か年

計画

プロジェクト  １　次世代産業創出 E-mail ritti@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

1-1信州をけん引するものづくり産業の振興

中期総合計画の達成目標である工場立地件数２００件　年間40件

県内企業の高い技術力や自然環境など地域資源を活用できる企業を誘致する。（中期総合計画の達成目標である工場立地件数のH20

～24年度累計目標を200件とする。年間40件）

長引く国内景気低迷、世界経済不安、歴史的円高等の影響により、企業の国内投資意欲は減退しており、平成21年以降の長野県の工場

立地件数は40件を下回っている。

成果目標の達成状況

項目

工場立地件数

（企業立地件数）

事業番号 06 02 01 事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 産業立地促進事業費産業立地促進事業費産業立地促進事業費産業立地促進事業費
担

当

課

部局 商工労働部

3 次世代を担う産業の集積 実施期間 H6 ～

13,897 15,043

874,400 715,000 697,400

6,503

4,383 9,772 4,080

896,212 747,126 718,347

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

4040 36 未達成


